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歳入▶
地方交付税…全ての市町村で一定水準の
サービスが受けられるように国が交付する
お金

国・県支出金…特定事業のために国や県か
ら交付されるお金

地方消費税交付金…消費税収の一部の中か
ら、町の人口や事業所従業員数などを基に
分配されるお金

歳出▶
人件費…町長や町職員の給料、町議会議員
や各種委員等の報酬

物件費…消耗品の購入費、通信費や公共施
設の管理費などの経費

維持補修費…施設等の維持管理等に必要な
経費

扶助費…高齢者や乳幼児等の医療費助成、
児童手当の給付など社会保障に必要な経費
　
補助費等…足柄西部清掃組合や小田原市斎
場運営などへの負担金、各種団体への補助
金
　
公債費…町債（町の借金）と一時借入金の
元本と利子の返済金
　
普通建設事業費…道路や公園、学校、庁舎
などの公共施設を建設する経費

指標等の説明▶
実質赤字比率…一般会計等の赤字の程度を
指標化し、財政運営の深刻度を示す比率
　
連結実質赤字比率…全ての会計の赤字・黒
字を合算し、町全体としての赤字の程度を
示す比率

実質公債費比率…借入金の返済分等の大き
さを指標化し、財政負担を見るための比率
　
将来負担比率…借入金や将来支払いが見込
まれる負債分を指標化し、将来の負担を示
す比率

早期健全化基準…財政状況が悪化し、自主
的かつ計画的に改善を図る必要があるとさ
れる基準

財政再生基準…財政状況が著しく悪化し、
自主的な改善が困難であるとされ、国の監
視下に置かれる基準

経営健全化基準…公営企業の経営状況の悪
化により、自主的かつ計画的に改善を図る
必要があるとされる基準

臨時財政対策債…本来は地方交付税により
収入するべきお金で、国の財源不足により
町が金融機関等から借り入れているお金

町税
30億 8471万円 40.5%

その他
1億 7171万円 2.3%

地方消費税交付金
4億 2679万円 5.6%

普通建設事業費
6億 3671万円 8.9 %

繰出金
9億 545万円
12.7%

県支出金
4億 5526万円 6.0%

分担金及び負担金等
4億 2266万円 5.6%

寄附金
2億 2000万円 2.9%

繰越金
5億 7032万円 7.5%

町債
3億 9960万円

5.3 %

国庫支出金
12億 8517万円
16.9%

補助費等
10億 2541万円

14.4 %

地方交付税
5億 7313万円

7.5%

公債費
4億 9950万円
7.0 %

積立金
1億 620万円

1.5%

投資及び
出資金・貸付金
9931万円
1.4%

人件費
11億 1351万円
15.6%

物件費
12億 6917万円
17.8%

扶助費
14億 1854万円
19.9 %

維持補修費
5001万円
0.7%

実質赤字比率
連結実質赤字比率
実質公債費比率
将来負担比率

開成町下水道事業会計
開成町水道事業会計
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国民健康保険特別会計
介護保険事業特別会計
給食事業特別会計
後期高齢者医療事業特別会計
駅前通り線周辺地区
土地区画整理事業特別会計
水道事業会計
下水道事業会計
合計

歳入会計名
16億3092万円
13億3208万円
1億789万円 
2億6040万円 

6億1556万円

3億1449万円
6億8907万円
49億5040万円

15億4827万円
12億8778万円
1億655万円
2億5331万円

4億3860万円

3億8281万円
7億8578万円
48億308万円

歳出

▼特別会計・企業会計決算▼町債（各年度末残高）

▼財政健全化判断比率

▼公営企業の資金不足比率

39億7800万円
31億5900万円

19億100万円
10億800万円

39億9600万円
28億7300万円

20億3900万円
10億2900万円
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■ 一般会計債　　■ 臨時財政対策債　　■ 水道事業債　　■ 下水道事業債

▼一般会計歳出 ▼一般会計歳入

76億939万円71億2385万円

町民の利便性向上子育て支援環境の充実

駅前子育て支援センターの拡張や開
成南小学区の学童保育所新設・統合

キャッシュレス納付・決済の導入や
証明書のコンビニ交付の拡充

協働によるまちづくり

シティプロモーション動画の制作や
民間による広報紙等のポスティング

都市機能の強化

駅前通り線周辺地区土地区画整理事
業における用地取得・移転補償

40億5400万円
30億1500万円

17億7100万円
9億5600万円
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10億円 20億円 30億円 40億円

9 8広報かいせい 2023.10.1 広報かいせい 2023.10.1

コロナ禍による物価・エネルギー価格高騰
の影響を緩和するため、国の「新型コロナ
ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」
を活用した事業を実施しました。
具体的には「キャッシュレス決済ポイント
還元」「プレミアム商品券の発行」「学校給
食費保護者負担軽減」「水道料金・下水道
使用料減免」など、町民や事業者の負担軽
減や地域経済の活性化に取り組みました。
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臨時交付金の事業実
施結果も、上の二次
元コードから確認で
きます！
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